
平成20年7月25日

ＩＴコーディネータ協会

業務開発・広報

平成２０年度
業務開発・広報委員会活動概要

地域ワークショップ四国地区
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ITコーディネータ資格認定者累計
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（人）地域別 人数 構成比
北海道 89 1.4%
東北 132 2.0%
関東 4,030 62.1%
中部 560 8.6%
近畿 909 14.0%
中国 214 3.3%
四国 108 1.7%
九州・沖縄 444 6.8%
合計 6,486 100.0%

ITコーディネータ資格保有者の県別・地域別分布
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業務開発・広報委員会

育成・認定委員会支援･開発委員会

ＩＴｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ
市場拡大、PR

支援ツール開
発、情報提供、

基盤整備

制度普及・改善
研修、育成

ＩＴｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ協会 各委員会の役割
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平成２０年度 活動計画骨子

育成・認定委員会

１．企業内ＩＴコーディネータ活性化支援

２．継続学習によるＩＴコーディネータのスキルアップ

３．ＩＴコーディネータ人材スキルの明確化

支援・開発委員会

１．ＩＴｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ協会『ﾂｰﾙ提供』への主体的取り組み

２．ＩＴｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ支援ﾂｰﾙの「見える化」と「活用支援」

３．ツールの改善・維持管理ＰＤＣＡモデル確立

３．新しいツールの調査・研究
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業務開発・広報委員会

平成２０年度の活動計画
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状況認識と方針

1. 業務開発面では、ＩＴコーディネータの成功事例の横展開、ＩＴ
コーディネータ間のノウハウや情報の共有促進、最有力チャネ
ルである金融機関に的を絞った連携支援を通じ、実コンサルビ
ジネスの拡大に一定の成果をあげた。

2. しかし、プロとして安定顧客を獲得しているITコーディネータの
数はまだ少なく、市場におけるＩＴコーディネータの認知度は未
だ十分ではないのが実情で、その市場確立のため、広報活動
を強化してＩＴコーディネータの認知度を高める必要がある。

3. 上記の認識を踏まえ、本年度は委員会の活動を「協会主導型」
から「ＩＴコーディネータ自立型」への移行を目指し、各地のＩＴ
コーディネータが主体的に各自の業務開発に取り組み、協会は
その成功事例を協会HPを活用したWebマーケティングや各種
のイベント・媒体、ITコーディネータ自身の口コミなどをフル活用
してITコーディネータをブランディングしていく支援活動に軸足を
移す。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
第2の施策では、
金融機関との更なる連携として、
今年度実施した「中小公庫モデル」の展開に加えて、
新たに「地銀・信金モデル」の展開を図っていきたいと思います。
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平成２０年度の活動基本方針

＜ITCのビジネス促進とブランディング＞１．ＩＴコーディネータのブランディング活動

２．ＩＴコーディネータビジネス市場確立へ
の支援継続

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
１8年度は、ITコーディネータの更なる市場開拓への取り組みとして
今年度の５つの施策の深堀りと、これに加えて、
「ユーザーへの広報強化」と、「企業内ITCの活性化推進」の
２つの新たな施策を推進してまいりたいと考えております。
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１．ＩＴコーディネータのブランディング活動

２）協会ＨＰを活用したＷｅｂマーケティング
業務開発・広報ＨＰのコンテンツを充実させ、Ｗｅｂマーケティング活動を強化

１）事例の収集と積極的な活用
ＩＴコーディネータの活動事例を収集し、メディアでの露出度をたかめて広報を強化

３）連携チャネルへの幅広いブランディング活動
中小企業を束ねる関係諸機関に対してブランディング活動を強化・拡大

■全国のＩＴコーディネータのビジネス市場確立には、ＩＴコーディ
ネータのさらなる認知度の向上と有用性のアピールが必須であり、
徹底して市場認知度の向上をはかる

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
第2の施策では、
金融機関との更なる連携として、
今年度実施した「中小公庫モデル」の展開に加えて、
新たに「地銀・信金モデル」の展開を図っていきたいと思います。
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■ＩＴコーディネータの主体的な活動に移行し、金融機関連携モデ
ルの推進と拡大や、ＩＴ経営応援隊事業によるＩＴコーディネータの
ビジネス基盤づくりの活動支援を継続、さらに連携機関を拡大も支
援していく。

２．ＩＴコーディネータのビジネス市場
確立への支援継続

１）ＩＴコーディネータ支援チャネルの深掘りと開拓支援
金融機関に加えて中小企業支援機関などに対象を拡大して連携チャネルを開拓

２）ＩＴコーディネータ届出組織間の連携推進
各地域の特性に応じて、多様な組織間連携を推進

３）ＩＴ経営応援隊事業へのＩＴｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの一層の参画推進
平成２０年度のＩＴ経営応援隊事業へのＩＴコーディネータ参画を促進

４）ＩＴ経営キャラバン隊の成果の継承
ＩＴ経営キャラバン隊で培った各地域商工会議所との連携の継続と新たな開拓

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
第2の施策では、
金融機関との更なる連携として、
今年度実施した「中小公庫モデル」の展開に加えて、
新たに「地銀・信金モデル」の展開を図っていきたいと思います。
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平成２０年度の活動基本方針（要約）

＜ITCのビジネス促進とブランディング＞１．ＩＴコーディネータのブランディング活動

２．ＩＴコーディネータビジネス市場確立へ
の支援継続

⇒徹底して広報を強化

⇒連携強化・拡大と、ＩＴコーディネータ
の自主的な活動

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
１8年度は、ITコーディネータの更なる市場開拓への取り組みとして
今年度の５つの施策の深堀りと、これに加えて、
「ユーザーへの広報強化」と、「企業内ITCの活性化推進」の
２つの新たな施策を推進してまいりたいと考えております。
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